
事業者名：九電みらいエナジー株式会社

（単位：百万円）

　流動資産 48,234 　流動負債 49,973 

現金及び預金 9,449 買掛金 5,193 

売掛金 37,744 関係会社短期借入金 18,029 

未収入金 511 １年以内返済予定長期借入金 4,178 

その他 535 １年以内返済予定関係会社長期借入金 26 

貸倒引当金（貸方） △7 未払金 545 

未払費用 19,607 

預り金 831 

未払消費税 1,379 

その他 180 

　固定資産 52,428 　固定負債 38,617 

　　有形固定資産 27,398 長期借入金 37,382 

建物 613 関係会社長期借入金 140 

構築物 3,757 退職給付引当金 125 

機械装置 22,479 資産除去債務 714 

建設仮勘定 85 その他 254 

その他 461 負債合計 88,590 

　　無形固定資産 599 　株主資本 12,069 

    投資その他の資産　 24,430 資本金 7,770 

投資有価証券 1,782 資本剰余金 3,442 

関係会社株式 6,743 資本準備金 3,442 

その他の関係会社有価証券 9,174 利益剰余金 856 

関係会社長期貸付金 1,918 その他利益剰余金 856 

長期預け金 3,549 繰越利益剰余金 856 

繰延税金資産 388 　評価・換算差額等 2 

その他 873 その他有価証券評価差額金 2 

純資産合計 12,071 

資産合計 100,662 負債・純資産合計 100,662 

貸 　借 　対 　照 　表

２０２２年３月３１日現在

資　　産　　の　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 　金  額 科 目 　金  額 
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事業者名:九電みらいエナジー株式会社

(単位：百万円）

売上高 87,991 

売上原価 83,958 

売上総利益 4,032 

販売費及び一般管理費 2,868 

営業利益 1,164 

営業外収益

受取利息 69 

匿名組合投資利益 69 

インバランス収支還元収入 432 

権利金収入 165 

その他 26 762 

営業外費用

支払利息 426 

その他 63 489 

経常利益 1,437 

税引前当期純利益 1,437 

法人税、住民税及び事業税 415 

法人税等調整額 165 581 

当期純利益 856 

損　益　計　算　書

２０２１年　４月　１日から

２０２２年　３月３１日まで

科　 　目 金　 　額
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繰越利益剰余金

当期首残高 6,020 6,020 － 6,020 △4,327 △4,327 7,713 0 0 7,713

当期変動額 －

 新株の発行 1,750 1,750 1,750 3,500 － － 3,500

  準備金から剰余金
 への振替 △4,327 4,327 － － － － －

 欠損填補 △4,327 △4,327 4,327 4,327 － － － －

 当期純利益 856 856 856 － － 856
　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額） 2 2 2

当期変動額合計 1,750 △2,577 － △2,577 5,183 5,183 4,356 2 2 4,358

当期末残高 7,770 3,442 － 3,442 856 856 12,069 2 2 12,071

その他利益剰余金

株主資本

株主資本
合計

資本金 利益剰余金
合計

利益剰余金

事業者名:九電みらいエナジー株式会社

評価・換算差額等

評価・換
算差額等

合計

その他
有価証券
評価差額

金

純資産合計

２０２１年４月　１日から

２０２２年３月３１日まで

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
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１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

（２） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

② 無形固定資産 定額法

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき計上しております。な

お、退職給付引当金及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。

（４） 収益及び費用の計上基準

小売電気事業において、電気の供給を行うことを主な履行義務としております。当該履行義務の収益については、電

気の供給に応じて認識しております。なお、電気の供給においては毎月の検針により使用量が計量されますが、直近の

検針日から期末日までに供給した電力に係る収益については、電力量及び単価を合理的に見積った上で計上しており

ます。当社が代理人として電力の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。

（５） ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理によっております。

２． 貸借対照表に関する注記

（１） 担保に供している資産

その他の関係会社有価証券 百万円

関係会社株式 百万円

関係会社長期貸付金 百万円

投資有価証券 百万円

　計 百万円

上記資産は、当該出資先の借入金等の担保に供しております。

（２） 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

（３） 保証債務等

①　金融機関からの借入金に対する保証債務

田原グリーンバイオマス合同会社 百万円

②　その他

当社は、2021年７月13日に、「旧一般電気事業者らは、特別高圧電力及び高圧電力の供給について、共同して、

中部地区、関西地区、中国地区又は九州地区における顧客の獲得を制限している疑いがある。」として、独占禁止法

第47条に基づく公正取引委員会の立入検査を受けました。

公正取引委員会の調査は現在も継続中であり、現時点で当社の経営成績、財務状況等へ与える影響を予測するこ

とは困難であります。

当社としては、引き続き、公正取引委員会の調査に対し全面的に協力してまいります。

（４） 関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 百万円

短期金銭債務 百万円

長期金銭債権 百万円

長期金銭債務 百万円

３． 会計方針の変更に関する注記

収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当

会計年度の期首から適用しております。

　これにより再生可能エネルギー固定価格買取制度に係る再エネ特措法賦課金の会計処理については、従来、売上高

に計上する方法によっておりましたが、収益認識会計基準等の適用以降は、売上高（営業収益）には計上せず、対応す

る営業費用から控除する方法に変更しております。なお、この変更による当会計年度の期首における純資産額

に与える影響はありません。

個　別　注　記　表

９,１７４

３,２６７

１,２７５

１,２０４

１４,９２１

１０,７１４

１,５２８

１１,３１７

１９,３９５

１２３

４３
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４． 表示方法の変更に関する注記
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日）等を当会計年度の期首から適用しておりま
す。

５． 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

　営業収益 百万円

　営業費用 百万円

営業取引以外の取引による取引高 百万円

６． 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における発行済株式の数

普通株式 株

７． 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金であります。

８． 金融商品に関する注記

（１） 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

　売掛金に係る顧客の信用リスクは、顧客の信用状況調査等により、リスク低減を図っております。

　借入金の使途は主に設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して

支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

（２） 金融商品の時価等に関する事項

　２０２２年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（※１）１年以内に返済予定の借入金を含んで表示しております。

（※２）「現金及び預金」､「売掛金」、「買掛金」、「関係会社短期借入金」、「未払費用」については、短期間で決済される

　ため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（※３）「関係会社株式」（貸借対照表計上額６,７４３百万円）及び「その他の関係会社有価証券」（貸借対照表計上額

　９,１７４百万円）は、市場価格のない株式等であり、金融商品の時価等に関する事項に含めておりません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに

分類しております。

レベル1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル2 の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率を基に、割り引いて算定する方法により算定して

おり、レベル2の時価に分類しております。なお一部の変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象と

されており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理
的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。

９． 関連当事者との取引に関する注記

（１） 親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 価格等の取引条件は、独立第三者間取引での価格及び総原価を勘案し、交渉の上で決定しております。

　なお取引金額は取引高の総額で表示しており、当会計年度の損益計算書の売上高に含まれる取引高は

　３,３５７百万円であります。

（注２） 取引金額は純額で表示しております。

（注３） 資金の借入に係る金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

６,９３３

３,５０４

１５８

３１０,８０６

貸借対照表計上額 時価 差額

  長期借入金（※１） ４１,７２７ ４２,５５８ ８３１

種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（百万円）
科目 期末残高

（百万円）

親会社 九州電力㈱
被所有

直接１００％

電気の販売・購入等
業務の受託
資金の預入・引出
資金の借入・返済
役員の兼任
出向者の受入

電力需給管理
業務受託（注１）

８４,３０５ 売掛金 １０,７８１

電力取次ぎ
業務受託（注１）

５７,６６０ 未払費用 １８,９１９

資金の借入・返済
（注２）

２,９１１ 関係会社
短期

借入金
１８,０２９

利息の支払（注３） ８８
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（２） 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 当該出資先の借入金等に対して当社が保有する株式又は社員持分及び貸付金を担保に供しております。

（注２） 下関バイオマスエナジー(同）が実施した出資者割当増資を当社が引き受けたものであります。

（注３） 劣後貸付契約によるものであり、利率は市場金利などを勘案して合理的に決定しております。

（注４） 田原グリーンバイオマス(同)の銀行借入につき、債務保証を行ったものであり、保証料は受領しておりません。

１０．１株当たり情報に関する注記

（１） １株当たり純資産額 円 銭

（２） １株当たり当期純利益 円 銭

１１．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

１２．その他の注記

資産除去債務に関する注記

① 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　当社は、風力発電事業資産、バイオマス発電事業資産及び太陽光発電事業資産について、地権者と締結している

土地賃貸借契約等に従い、期間終了時に原状回復する義務を有しているため、資産除去債務を計上しております。

　資産除去債務の見積りにあたり、支出発生までの見込期間は契約日より１０年から２０年、割引率は使用開始日時点の

長期国債利回りを採用しております。

　当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。

期首残高 百万円

当期の増加額 百万円

時の経過による調整額 百万円

期末残高 百万円

② 資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの

　当社は、地熱バイナリー発電事業資産について、地権者と締結している土地賃貸借契約等に従い期間終了時に原状

回復する義務を有しております。

　しかし、現時点では地権者等との関係等を考慮すると、当社が単独で当該資産の利用終了を判断することは困難であ

り、当該資産は恒久利用を前提としていることから、原状回復義務の履行時期を予測することができず、かつ、原状回復

義務を負担しない可能性が高いものもあります。

　従いまして、当該原状回復義務の履行時期や発生可能性を合理的に見積ることができないため、当該資産に係る資

産除去債務を計上しておりません。

　また、当社は、太陽光発電事業資産について、地権者と締結している土地賃貸借契約に従い期間終了時に原状回復

する義務を有しております。

　しかし、一部の契約については、太陽光発電事業資産の使用状況を踏まえると、賃借期間を予測することが困難なも

のや原状回復義務を負担しない可能性が高いものがあります。

　これらの契約に関しては、原状回復義務の履行時期や発生可能性を合理的に見積ることができないため、当該資産

に係る資産除去債務を計上しておりません。

種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（百万円）
科目 期末残高

（百万円）

子会社
下関バイオマス
エナジー（同）

　　所有
　　直接８５％

業務の受託
役員の兼任

担保の提供（注１） ６,０２０ － －

増資の引受（注２） ２,１０１ － －

子会社
串間ウインドヒル
㈱

　　所有
　　直接５１％

業務の受託
役員の兼任

担保の提供（注１） ２,８７７ － －

関連会社
石狩バイオエナ
ジー(同)

　　所有
　　直接３０％

業務の受託
役員の派遣

担保の提供（注１） ２,１２４ － －

資金の貸付
（注１・３）

２４６
関係会社

長期
貸付金

１,２７５

関連会社
豊前ニューエナ
ジー(同)

　　所有
　　直接２７％

業務の受託
役員の派遣

担保の提供（注１） １,８６９ － －

関連会社
田原グリーンバ
イオマス(同)

　　所有
　　直接４０％

業務の受託
役員の兼任

債務保証（注４） １,５２８ －

３７３

３

７１４

－

３８,８４０ ３１

２,８３８ ２０

３３７
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